
議員提出第２号議案 

 

   郵政事業の民営化に関する意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条の規定により提出する。 

  平成１７年３月２４日 

         提 出 者 

足立区議会議員  鈴  木     進 

同        中  島     勇 

同        ふちわき  啓  子 

同        白  石  正  輝 

同        芦  川  武  雄 

同        鴨  下     稔 

同        秋  山  ひでとし 

同        大  島  芳  江 

同        針  谷  み き お 

同        藤  沼  壮  次 

同        前  野  和  男 

同        う す い  浩  一 

同        新  井  ひ で お 

同        ぬ か が  和  子 

 

足立区議会議長  田  中  章  雄  様 

 

（提案理由） 

 国会及び政府に対し、郵政事業の民営化については慎重に議論するこ

とを求めるため、本案を提出する。 



郵政事業の民営化に関する意見書 

 

 政府は、平成１６年に「２００７年に日本郵政公社を民営化し、移行

期を経て、最終的な民営化を実現する」と郵政民営化の基本方針を閣議

決定した。 

 これまで郵政事業は、全国約２４，７００の郵便局ネットワークを通

じて、郵便事業・郵便貯金事業・簡易生命保険事業などの、日常生活に

不可欠な生活基礎サービスを全国一律に、公平に提供し、国民生活の安

定と向上、公共の福祉の増進に大きく寄与してきた。 

 郵便事業が民営化されると、公共性の高い事業であるにもかかわらず、

収益性の高い都市部に事業が集中し、都市と地方との間でサービスの格

差が生じ、全国一律のサービスが維持できるかが危惧されている。 

 また、合理性・採算性が重視され、生活に身近な郵便局が統廃合等に

より閉鎖されることも懸念されている。 

 一方、政府が本年１月に実施した、政府が優先的に取り組むべき重要

課題は何かとのアンケート結果では、｢年金・福祉制度改革｣や「景気・

雇用対策」が上位となっている。 

 よって、足立区議会は国会及び政府に対し、民営化については、郵政

事業の果たす公共的・社会的役割の重要性を考慮した上で、慎重かつ十

分な議論を尽くすよう強く求めるものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  平成  年  月  日 

                   議  長  名 

 

衆 議 院 議 長       

参 議 院 議 長       

内 閣 総理大臣  

総 務 大 臣            あ て 

財 務 大 臣        

経済財政政策担当大臣  

郵 政 民 営 化 担 当 大 臣           




